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都市を結ぶ専用線サービスを提供するにあたって, FX (foreign exchange.
他局加入サービスとは，他の特殊通信事業者の回線と相互接続して通し回線を提供
するような州際専用線サービスで,特に密集都市における通信に効率的であった。）
















































































社，すなわちArcata Communications社, United Business Communications 社，
Universal Communication Systems 社，ＩＴＴ＆ＣＥＳＤ社,RCA Service 社であっ
た。）その主たる要因として，利用者は端末機器の価格，機能，形態に対し
多様な要望を有していたが，創業以来「一つの政策，一つのシステム，普



















































































































ル社(Comsat General Co. コムサットの国内衛星通信会社）から賃借したコムス
ター・システム（コムスター１号衛星は1976年３月，同２号は1976年７月，ま
た同３号は1978年６月に打上げられた）により，当初，一般市外通話(message
tolltelephone) ,広域電話サービス(wide area telephone service)および政府
用通信サービスに限定された国内衛星通信事業に参入していたが，３年の
暫定停止期間を経過した1979年から，衛星通信による専用線分野にも進出
していった。　しかし，その後最も注目を集めた衛星通信システムは，情報
処理業界の雄ＩＢＭが，コムサット・ゼネラル社およびエトナ生命保険会
社をパートナーとして1975年９月にSBS (SatelliteBusiness Systems)を設立
し，1981年１月から国内衛星通信サービスを開始したことである。将来，
この衛星通信分野が，コムサット，ＡＴ＆Ｔ，およびＩＢＭの３社によって
独占され，その他のシステムは脱落することも充分予想されるが, FCC
は，1972年の自由参入政策を有名無実化させないために，今後とも大いに
努力を続けていくことになろう42）。
　（2）競争導入政策のベル・システムに対する影響
　アメリカ電気通信産業における新しい競争時代の到来は，①べル・シス
テムの独占市場たる加入電話サービスの動向，②同社の投資戦略，③長距
離配線の技術革新，④マーケティング戦略等にいかなる影響を与えたであ
ろうか。以下にそれらの概要を，若干の統計資料によって明らかにしてお
こう43）。
　　　　　　　　　　　　　　　－129（32）－
　図表８は，種類別電話機の発展状況（1940－1973年）を示したものであ
り，図表９は種類別電話機の製品ミックス，また図表10は，ベル・システ
図表８　種類別電話機の発展状況（1940－1973年）
図表９　種類別電話機の製品ミックス（1940－1973年）
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図表10　ベル・システム提供による端末機器の推移（1963－1973年）
ム提供による端末機器の推移（1963－1973年）を示したものである。これに
よって，住宅用電話の需要が確実に市場飽和に達していたこと，製品ミッ
クスが住宅用から事業用に重点移行したことが明らかとなり，以上の２点
については，端末機器市場におけるベル社の活動でも同様であったことを
理解できる。すなわち図表８によれば，第二次大戦中（1940－1945年），政府
のカルテル政策と賃金・物価統制の下で，住宅用主要電話は6.58パーセン
ト，事業用主要電話は3.20パーセントの成長を示したが，住宅用内線サー
ビスは4.08パーセントのマイナス成長となり，事業用内線は戦時統制が厳
しくなかったことから5.18パーセントの成長を遂げることができた。大戦
後（1946－1956年），需要の抑圧と可処分所得の向上によって，住宅用主要
電話は7.42パーセント，住宅用内線電話は19.6パーセントの成長となり。
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これは，ベル社が住宅用電話の潜在的市場を開拓し，電話の需要は可処分
所得によって影響されることを示している。この期の事業用成長率は，主
要電話が4.78パーセント，内線電話は8.26パーセントであった。次の守勢
的な独占期間（1957－1969年）には，主要電話，内線電話について住宅用，
事業用の需要がともに低下したが，それは抑圧的なマーケティング戦略，
市場飽和，ベル社側の消極的行動による。この低下傾向はその後の期間
（1970－1973年）も続き，住宅用主要電話は3.25パーセントから3.15パーセ
ント，内線電話は11.36パーセントから7.75パーセントに低下し,また事業
用主要電話も3.39パーセントから3.85パーセント，内線電話は5.63パーセ
ントから4.75パーセントに低下した。 ＰＢＸやセントレックス(Centrex.
1961年に初めて導入された事業用機器で，大きな事務所内で自動交換と外線から内
線へのダイヤル直通を可能とするもの）の端末機器についても，同様に低下傾
向にあった。大戦中，ＰＢＸの平均年成長率は5.54パーセントであったが，
戦後回復期に5.18パーセントに低下し，その後も低下は続いて2.97パーセ
ントとなり，最終的にそれは0.4パーセントとなった。ベル社によって提
供された補助電話機の中で，輝かしい成果を上げた唯一のものはセント
レックスで，それは1957－1969年に27.55パーセントの成長を示し，1970
－1973年に11.72パーセントの成長を維持することができた（図表8）44）。
　以上によって，ベル・システムの独占市場たる加入電話サービスについ
て云えば，べル社はこの期間（1940－1973年）にすべてのサービスを悪化さ
せつつあり，絶対的数字では成長していたが年成長率は大きく低下してい
たのである。特にベル社によって提供された住宅用主要電話は市場飽和に
達し，1950年にそれはベル活動の62パーセントを占めていたが，1973年に
45.52パーセントとなった（図表９）。一方，事業用電話の機会は新しいコ
ミュニケーションに関連したビジネス活動の結果として拡張したことが明
らかで，このような伝統的住宅用サービスから事業用関連サービスヘの重
点移行は，1963－1973年の端末機器市場の発展にも見られる（図表10）。ベ
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ル社の端末機器に関するカーターフォン以前と以後の比較で，成長率はと
もに10.1パーセントであったが，その売上高の内訳は，ダイヤル装置や応
答器のごとき伝統的機器から，ＰＢＸ（業務用私設交換台）やＫＴＳ（押しボタ
ソ付き電話装置）のようなビジネス関連機器へと成長の移動を示している。
つまり，競争的参入にしたがったサービスは成長していたが，伝統的サー
ビスは低下したということである45）。
　図表11は，ベル・システムにおける投資の推移（1940－1973年）を示した
ものであり，図表12は，それを期間別に要約したものである。独占期間
に，ベル・システムは成長を抑制し，新技術の方向，割合，応用をコント
ロールして参入を制限してきた。しかし，参入がベル・システム内の変化
を刺激する結果となり，変化する市場状況に対応するベル社の投資活動
は，新建設工事，電話関連設備，電話機１台当たりの投資額の増加となっ
て表れた。1940－1956年に，建設工事の平均成長率は22.40パーセント，電
話関連設備は8.4パーセント，電話機１台当たり投資額は1.4パーセントで
あったが，次の1957－1973年に，それぞれ9.09パーセント，10.05パーセン
ト, 5.9パーセントとなった（図表12）。調査をさらに細かい期間に分けて分
析すると，戦時中はマイナス，1946－1956年の復興期は投資の急速な成長
期，1957－1969年の守勢的な独占期間に投資率は低下するが，1970－1973
年のＦＣＣによる参入自由化政策によって建設投資は再び増加したことが
分かる。すなわち，参入は戦後復興と同様に建設と投資に大きな活力と
なったのである。またカーターフォン以前と以後で各投資額に差がある
が，これによっても競争的参入の影響は大きかったと云える（図表13）46）。
　図表14は，長距離伝送ネットワークの配線ミックスを示したものであ
り，図表15は，そのうち同軸ケーブルとマイクロウェーブについてカー
ターフォン以前と以後の推移を対比したものである。これによって，べル
・システム内における新技術の応用の程度を知ることができる。すなわ
ち，1940年代にベル社のすべての配線ネットワークは電話線と単純ケーブ
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図表11　ベル・システムにおける投資の推移（1940－1973年）
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図表12　期間別投資額の推移（1940－1973年）
図表13　カーターフォン以前と以後における投資比較（1962－1973年）
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図表14　長距離伝送ネットワークの配線ミックス
図表15　同轍ケーブルとマイクロウェーブの推移（1962－1973年）
ルであったが，1950年代までに配線ネットワータの28.91パーセントが回
軸ケーブル，1960年までに31.46パーセントが同轍ケーブル，38.30パーセ
ントがマイクロウェーブとなった。さらに，1973年までに同軸ケーブルは
－122（39）－
22.98パーセント，マイクロウェーブは62.85パーセントとなり，こうして
新技術（同軸ケーブルとｰ・イクロウェーブ）はベル・システムの配線ネット
ワークの85.83パーセントを占めるまでになったのである（図表14）。
　古いものから新しい伝送技術へのこの33年間の転換は巨大な投資を必要
としたが，これによってベル社の参入障壁は維持され，同時にベル社は，
データ・サービスのごとき新しいサービスを提供するために，このマイク
ロウェーブ・システムを利用できた。　しかし，図表15に見るように，回軸
ケーブルとマイクロウェーブヘの技術転換の割合は競争参入以前から大き
図表16　研究開発費と販売・広告費の推移
－121（40）－
く，同軸ケーブルはカーターフォン以前の転換率が15.53パーセント，マ
イクロウェーブは25.48パーセントで，カーターフォン以後はそれぞれ13.
1パーセント，16.91パーセントに低下した。つまり1969年までに，配線
ネットワークのほぼ70パーセントがこの新しい技術に転換していたのであ
り，それは新市場の開拓のためというより，既存のマーケット・シェアー
を保全することがその主たる要因であったと云える47）。
　マーケティング活動については，べル社の機能分野では最近まであまり
目立ったものではなかったが，その活動の重要性は，この期間のＲ＆Ｄ活
動と販売・広告費の増加によって示される。図表16は，研究開発費と販売
・広告費の推移（1954－1973年）を示したものであり，図表17は，それぞれ
図表17　カーターフォン以前と以後における研究開発費と販売・広告費の対比
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のカーターフォン以前と以後の増加を対比したものである。　これによっ
て，カーターフォン以前にはベル社は販売・広告費を抑えても独占力に
よって市場地位を維持できたので，その平均成長率は0.0286パーセントの
割合で低下していたが，私設ラインやデータサービスが競争的圧力を増す
とベル社は独占力を行使できず，これらの支出の平均成長率を9.23パーセ
ントに増加したことが明らかである(図表17)。Ｒ＆Ｄ活動も同様で，6.13
パーセントから11.75パーセントに増加した。このことは，ヴェイルの独
占的支配の下では，べル・システムは新しいサービスの導入を必要とせ
ず，この分野の支出は相対的に低く抑えられていたが，競争的圧力の下で
ベル・システムが市場支配力を維持するためには，新しいサービスやプロ
グラムを開発し市場化しなければならなかったことを示している(図表
16)48)。
　　５．結　　語
　以上，われわれはこれまで, FCCの主導の下に，アメリカの電気通信産
業においては，特殊通信サービス（特に専用線サービス），端末機器，国内衛
星通信サービスなどの副次的市場分野に自由競争原理が導入され，
ＡＴ＆Ｔなどの既存の通信事業者とＭＣＩなど新規参入者との間，ならびに
新規参入者相互間における競争が，今後ますます激化していくものと予想
されることを明らかにしてきたが，こうしたＦＣＣの基本方針の変更につ
いては，次のように要約することができるであろう49）。
Ｌ　一般に電気通信産業を国家的事業として運営している国においては，
電気通信産業は本来的に自然独占的性格をもっており，公益事業として独
占的に運営されることによって公共の利益が達成されると理解されている。
ところが創業以来，「一貫して私企業経営」に徹してきたアメリカ電話事
業においては，電気通信産業を含めてすべての産業企業が本来的に自由競
争のもとに運営されるべきであって，「完全かつ公正な競争」が最も「公共
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の利益」に合致すると考えられている。そして，この原則によってはどう
しても「公共の利益」を守ることができない場合にのみ，例外的に「独
占」を認め，「規制」を行うものとしてきた。したがって，この期間中
（1957－1973年）にＦＣＣによってアメリカ電気通信産業分野に大巾に「自由
競争原理が導入された」ことは，それは基本的には「導入」ではなく，こ
れまでの独占という例外条件が解除されて本来の自由競争の理念に立返っ
たと理解した方が，アメリカにおいては正しいと思われる。
2.この期にＦＣＣの基本方針が変更され，規制緩和が拡大し自由化が促
進された要因としては，第二次大戦以降の技術革新の進展，電気通信産業
の需給両サイドにおける変化，連邦政府による総合的通信政策の発表等さ
まざまなものが考えられるが，このうち特に，第二次大戦以後に住宅用基
本電話サービスが市場飽和に達し（1973年度のアタリカにおける電話所有世帯
の割合は約95パーセント），その一方で，大ロビジネス用通信に対する需要の
増大という事実に注目しなければならない。すなわち，専用線サービスの
成長率は既に第二次大戦直後から年々，一般加入者電話サービスのそれを
はるかに上回っており（但し，収益額では電話基本料収益および長距離電話収益
に遠くおよぼない），この傾向は今後とも増幅していくものと予想される。
しかも同時に，後者の電話基本サービスが同質的・画一的であったのに対
し，ビジネス用通信は個性的・異質的であるところにその特徴があり，こ
うした既存通信事業者のサービスでは満たされない特殊の通信需要にマッ
チした通信サービスを提供することをねらいとして，1960年代以降，種々
のライバル企業が多数出現することになったのである。
3.1934年通信法は，独占を法定しておらず「事実上の独占」が成立して
いるだけであり，したがって公衆通信事業者の遵守すべき事項について，
公正かつ合理的な料金・サービスの提供，差別・優遇の禁止，タリフ（営
業規則，料金表）の事前審査，設備計画の公共的必要性の証明など大綱しか
定めておらず，ほとんどのルールはＦＣＣ規則によってきた。このため，専
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門的行政能力を備え，立法・司法の諸機能を果す独立行政委員会ＦＣＣの
役割は大きく，独占時代の通信法の下で，技術と市場の変化に挑戦する新
規参入希望者が表れた時，委員会の判断によって規制が緩和されることが
あり得る。こうしてＦＣＣは，ネットワーク分野では1969年のＭＣＩ裁定に
よる専用線サービスの競争自由化，端末分野では1968年のカーターフォン
裁定により自営機器を認可したが，一旦競争を認めると，次から次へと競
争参入の申請を受けてＦＣＣはそれらを認めざるを得ないことになり，歯
止めがかからないことになった。通信の自由化にあたって制度改革が先行
せざるを得ない「法定独占」の国と違って，アメリカは独占の基調の中で
ＦＣＣ政策によって「なし崩しの自由化」が波状的に進められたわけであ
り，これについて元NTIA (National TelecommunicationsInformation
Agency.全国電気通信情報庁）長官ヘンリー・ダラー(Henry Geller)は，「すべ
りやすい坂の症候群」（“Ａslipperyslopesyndrome”）と表している5o）。
4.しかし，ここで特に指摘しておきたいことは, FCCが一連の規制緩和
・自由化促進に当たって，それが将来，ＡＴ＆Ｔの根幹をゆるがすことにな
るとは夢にも考えていなかったということである。　ＦＣＣは，専用線とか
端末機器の一部について，ＡＴ＆Ｔが十分対応してこなかった電気通信の
ごく部分的な市場の開放を認めたものであって，一般的な長距離・ローカ
ル通信サービスや本電話機まで競争を認めるようになることを当初から見
通したものではなかった。例えば，ＡＴ＆Ｔの全収入（1970年には約169億ド
ル）のうち，競争により奪われる可能性のある州際専用線からの収入は全
敗大の約４パーセントにすぎなかった。つまり，州際専用線サービスはま
だ全敗大のかなり小さい割合しか構成していなかったし，さらにＦＣＣは，
ＡＴ＆Ｔが特殊通信サービスの市場成長とともに，その巨大な競争力に
よって潜在市場において高いシェアーを獲得することになろうと考えてい
たのである51）。
5.アメリカ電気通信産業は，マイクロウェーブや衛星通信時代の到来に
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よって象徴されるように大きな変貌を遂げているが，それを規制する方法
が1934年制定の通信法に基づいており，しかも，被規制事業の急速な発展
に対して非常に弱体なＦＣＣが規制を担当しているところに大きな問題が
ある。ＦＣＣは時代遅れの法律の下で,放送事業を含めて世界最大の私企業
ＡＴ＆Ｔの事業活動を規制しなければならず，ＦＣＣの決定がしばしば後手
後手にまわっていることは否定できない。アメリカ電気通信業界は，技術
革新を通じて着々とその分野を拡大しつつあるが，電気通信産業のこのよ
うな発展を阻害しないように，しかも利用者の利益を保護し，国民経済全
体の効率化を促進するような効果的な規制方法が模索されている。そのた
めの方策としては，新しい連邦通信法を制定し，規制を時代の変化に即応
したものに改めること等が検討されているが，いずれにせよ電気通信産業
は技術革新が集中して表れている分野であり，現在および近い将来におい
て，流動的な状態が続くことが予想される。また本格的な情報社会へ移行
しつつあるアメリカ社会の発展を考慮するならば，単なる法律の改革で事
態は解決されるはずはなく，今後とも電気通信業界の再編問題が議論され
ることは必至と云えよう。
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